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はじめに 

後発事象は、決算日後に発生し、当期の財務諸表の見積り項目の修正、または次期以

降の財務諸表に影響を及ぼす事象として開示が求められる項目です。後発事象の内容

によっては、事象の発生の原因が期末日に存在していたかどうかの判断が悩ましいもの

が存在します。そのため、財務諸表の作成に当たっては、実質的で合理的な判断が求め

られます。本解説シリーズでは、基本的な後発事象の意義から、開示に当たっての留意

事項を取り上げます。 

 

1. 後発事象の意義、特徴 

後発事象とは、決算日後に発生した会社の財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に影響を及ぼす会計事象です。後発事象は、財務諸表を修正すべき後発事象

（以下、修正後発事象）と財務諸表に注記すべき後発事象（以下、開示後発事象）の二

つに分類されます。 

二つの後発事象を図表にまとめると以下のとおりです。  



 

 

2. 後発事象の具体的内容 

（1）修正後発事象 

修正後発事象は、決算日後に発生した会計事象ですが、その実質的な原因が決算日現

在において既に存在しており、決算日現在の状況に関連する会計上の判断ないし見積り

をする上で、追加的ないし、より客観的な証拠を提供するものとして考慮しなければならな

い会計事象であるとされます。修正後発事象のうち、重要な後発事象については、財務

諸表の修正を行うことが必要となります。 

修正後発事象は、おおむね以下のような場合が考えられます。  

 当該後発事象の発生により、未確定事項が確定する場合 

例えば、決算日後に、勝訴・敗訴・和解など訴訟事件に一定の結論が得られ決算日

において既に債務が存在していたことが明確になった場合などが、これに該当すると

考えられます。 

 当該後発事象の発生により、会計上の見積に対して、より客観的な証拠が提供され

る場合 

例えば、決算日において特定の得意先に対して売掛債権が存在する場合で、決算

日後に当該得意先が倒産した場合を考えます。このような場合には一般的に、期末

日時点においてすでに得意先の財政状態の悪化という原因が存在すると考えられる

ので、当該得意先に対する貸倒引当金の見積額を積み増して財務諸表を修正しま



す。このように得意先の倒産という客観的な証拠により、修正後発事象であることが

判明し、当該事象を受けて財務諸表を適切な見積り額に修正することになります。 

 

（2）開示後発事象 

開示後発事象は、決算日後において発生し、当該事業年度の財務諸表には影響を及ぼ

さないが、翌事業年度以降の財務諸表に影響を及ぼす会計事象とされます。開示後発

事象のうち、重要な後発事象については、会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する的確な判断に資するため、当該事業年度の財務諸表に注記を行う

ことが必要となります。開示後発事象の例示として以下のような事象が考えられます。（監

査・保証実務委員会報告 76 号「後発事象に関する監査上の取扱い」参照）これらはあく

まで例示のため、会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響

等を考慮した上で開示の要否を検討する必要があります。 

＜開示後発事象の例＞ 



 

（上記の中には事象発生の原因により、修正後発事象に該当する場合があります）  
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1. 後発事象の実質的判断 

後発事象には修正後発事象と開示後発事象の二つの事象があります。いずれの事象に

該当するかは、決算日後に発生した事象の背景や原因に着目して、その実質的な原因

が決算日現在において存在しているかどうか判断することが重要です。以下、具体的な

事例により、後発事象がどちらに該当するか、判断するに当たっての留意事項を示しま

す。  

 

2. 実質的判断に当たっての留意事項 

（1）工場の閉鎖の決定 

決算日後の取締役会で、工場の閉鎖を決定した場合について検討します。 

その工場の閉鎖の決定が、関連する事業の収益性の低下を原因とするのであれば、決

算日以前に、経営会議や関連する事業部門等で、工場の閉鎖に関する実質的な検討が

行われていることが推測されます。このように、決算日現在で関連する事業の経営環境が

悪化し、それに伴う工場の操業度の低下があり、その帰結として決算日後の工場の閉鎖

という取締役会決議に至ったのであれば、工場閉鎖の決定の実質的な原因が、決算日

現在においてすでに存在していたと考えられます。 

この場合には、工場閉鎖の決定を修正後発事象と判断し、当該事象を考慮して、決算日

現在の状況に関連する会計上の判断や見積りを検討することになります。従って、工場

設備の減損の検討が必要になり、場合によっては当期の財務諸表を修正する必要が生

じる場合があることに留意が必要です。 

一方、工場閉鎖の決定が、決算日後に発生した災害を原因とするものであれば、工場の

閉鎖決定の実質的な原因は、決算日現在において存在していないと考えられます。この

場合には、開示後発事象として取り扱い、注記の検討をする必要があります。  



 

 

（2）得意先の倒産 

決算日後に得意先が倒産したことにより、当該得意先に対する売掛金について回収でき

なくなった場合について検討します。 

例えば得意先の財政状態が徐々に悪化しており、結果として決算日後に倒産し、当該得

意先に対する売掛金が回収不能となった場合は、得意先の倒産という後発事象の実質

的な原因が決算日現在において存在していたと考えられます。この場合には修正後発事

象として、財務諸表に売掛金の回収不能額を損失計上する必要があると考えられます。 

一方で、大規模な災害の被害を受けて得意先が倒産した場合は、得意先の倒産の実質

的な原因は、決算日現在において存在していないと考えられます。従って、開示後発事象

として取り扱われることが想定されます。  

 


